






























 ドイツでは、2017 年 9 月の総選挙後、政党間の連立交渉が難航し、5 ヶ月を経た 2018 年
3 月の大連立合意を経てようやく第 4 次メルケル政権が発足した。その連立協定に盛り込
まれたものの一つに、社会法典第 2 編（求職者基礎保障法、以下 SGBII と略す）の改正が
ある。そこで注目されるのは、「約 15 万人の長期失業者を労働市場へ再統合させるため、
2018 年～2021 年の 4 年間で約 40 億ユーロの予算を計上する」2という合意内容である。 
                                                     
1 ヘルムート・ザイフェルト「ドイツの失業対策―「雇用の奇跡」と労働時間―」『ビジ
ネス・レーバー・トレンド』2010 年 4 月。なお筆者によればこの用語は EU や OECD が
ドイツの良好なパフォーマンスを指した表現とのこと。 
2 労働政策研究・研修機構「国別労働トピック」2018 年 5 月ドイツ。 
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 これは、すでに 2015 年から取り組まれていた「労働市場への社会的参加 Soziale Teilhabe 
am Arbeitsmarkt」というモデルプロジェクト3を SGBII の制度として盛り込むことを意味す
る。2018 年 12 月に成立した改正法4は、モデルプロジェクトの評価を踏まえて内容を修正
した上で、SGBII に 16i 条「労働市場への参加」を追加した。連邦社会労働省のサイトで
は、この新たな制度について、「ともに働く MitArbeit」というスローガンの下で次のよう
に紹介されている5。 
 この制度のターゲットグループとされるのは、25 歳以上で直近 7 年間のうち 6 年以上失
業手当 II の受給者であって、その間に就労していないかあるいは短時間労働にとどまって
いた人々である。このような人々を雇用しようとする事業所は、賃金補助金を受けること























                                                     
3 2017 年に同プロジェクトの中間報告がなされている。Bundesministerium für Arbeit und 
Soziales, Evalution des Bundesprogramms „Soziale Teilhabe am Arbeitsmarkt“, Erster 
Zwischenbericht, Forschungsbericht Nr. 479, Februar 2017. 
4 Zehntes Gesetz zur Änderung des Zweiten Buches Sozialgesetzbuch - Schaffung neuer 
Teilhabechancen für Langzeitarbeitslose auf dem allgemeinen und sozialen Arbeitsmarkt vom 17. 
Dezember 2018, BGBl. Teil I Nr.47. 
Gesetz (17.12.2018) 
5 Bundesministerium für Arbeit und Soziales, Neue Chancen für Langzeitarbeitslose, Neue 
Chancen für Langzeitarbeitslose vom 1. Januar 2019. 




















は 4 年以上の失業者を対象としていたが、16i 条は労働市場での不利性がより大きい層に
限定し、その代わりに 2 年以上失業者への支援を別に設けたことになる。 
                                                     
6 2018 年 8 月 29 日、連邦社会労働省、SGBII 担当課長他にインタビュー。 

































































る11。2021 年までの 40 億ユーロの連邦予算が確保できるかという疑問は残るものの、この
新たな取り組みは斡旋困難な長期失業者に展望を開くための重要なステップとして評価で
きる。長期失業者は貧困リスクが高く、社会生活との関係が希薄化しがちである。低技能
                                                     
8 社会政策分野のシンクタンクのひとつ Zentrum für Evaluation und Politikberatung（ZEP）
でのインタビュー（2018 年 8 月 28 日）による。 
9 後述、Essener Arbeit 所長の評価。 
10 前出 ZEP でのインタビュー。 
11 Deutscher Städtetag, Städte unterstützen öffentlich geförderte Beschäftigung von 
Langzeitarbeitslosen, Pressmitteilung vom 17. April 2018. 









 自治体は、雇用エージェンシ （ーArbeitsagentur, 連邦雇用エージェンシーの地方部局）と
共同設置する機関（gemeinsame Einrichtung、以下 gE）への参画を通じて、あるいは単独で

























 エッセン市のエッセン雇用公益有限会社 Essener Arbeit gGmbH もまた、ハルツ改革以前
に設立された雇用公社であり、ハルツ改革後は就労機会の提供を主な事業の柱としていた
                                                     
12 自治体雇用公社の詳細については武田（2018）参照。 
13 2018 年 9 月 3 日、REGE 副事務局長、若者部門担当者他にインタビュー。 
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14。ピーク時には 700 人もの SGBII 受給者に就労機会を提供していたが、就労機会への連






























 さて、ドイツは 2009 年に国連障害者権利条約を批准し、それに伴う一連の法整備を進め
てきた。その第二段階として 2016 年に行われたのが、連邦参加法 Bundesteilhabegesetz（以
下 BTHG）の新設と、それに伴う「障害者のリハビリテーションと参加法」（SGBIX）の改
正である。この一連の法改正は 2023 年までに段階的に施行されることとなっているが、イ
                                                     









































                                                     
16 障害者とその親の自助活動を全国に展開し、4310 のサービス・施設を運営、保育・教
育・居住・就労・余暇等のサービスを提供する。Lebenshilfe e. V. 2018 年 8 月 27 日ベルリ
ン本部にてインタビュー。 
17 Behinderten Werkstatt Main-Kinzig e.V.が運営する作業所の一つ、Steinheimer Werkstatt für 
behiderte Menschen にて 2018 年 9 月 6 日インタビュー。 
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障害等級 Grade der Behinderung（以下 GdB）の判定に従うものとされている。他方で、作
業所入所は GdB に依らず、1 日 3 時間以上の就労の可否で決定しているとの説明もあった
18。 
 とはいえ、国連障害者権利条約が内包する新たな障害者定義、国際生活機能分類









ドイツ 2016 年の法改正は 2023 年まで段階的に発効することとなっているが、その最終
段階の 2023 年には、受給権のある障害者を新たに規定する法改正の発効が予定されてい













                                                     
18 同上。 
19 Bundesteilhabegesetz, Artikel 25a: Änderung des Neunten Buches Sozialgesetzbuch zum Jahr 
2023. 
20 2018 年 8 月 31 日、ドイツ北部疾病保険医療サービスセンターMedizinischer Dienst der 
Krankenkassen 職員へのインタビュー。同機関は介護金庫の要請で要介護認定（ドイツで
は障害者生活支援も介護保険の枠組）も実施している。 
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22 前出 Steinheimer Werkstatt für behiderte Menschen でのインタビューによる。 
23 前出 Lebenshilfe でのインタビューによる。 
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